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1.研究の背景 

今日、都市内における交通渋滞、環境悪化は深刻な問題

となっているが、その大きな要因の一つに自動車交通の 4

割程度を占める物流車があげられている。 

都市内物流では物流車から他の輸送手段に転換すること

は困難であり、物流車交通を抑制、または効率化して交通

量を削減することが課題となる。そこで近年では、物流車

交通や環境負荷を削減する方策として、物流 TDM 施策のひ

とつである物流共同化に大きな期待がかけられている。 

一方、企業にとって物流コストの削減が大きな課題とな

っており、これまで企業同士による物流共同化が進められ

てきたが、都市内の交通渋滞緩和・環境問題改善に大きな

効果をもたらすほど普及するには至っていない。 

現在、都市内では再開発事業により大規模なオフィスビ

ルが相次いで竣工している。高層ビルでは館内配送に時間

を要するため物流業務が非効率になり、交通渋滞や環境悪

化は一層深刻になることが予想される。よって、今後官民

が協力して物流の共同化を図り、物流車交通の削減・環境

の改善を進めていくことが必要であると考えられている。 

 

2.既存研究と本研究の目的 

 物流共同化を推進するために、最近では公的セクター

と民間セクターが協力して社会実験を実施する事例が増え

てきており、平成14年には、共同荷捌き場の設置・横持ち

共同化・縦持ち共同化・環境自動車の利用・駐車の規制誘

導・IT 技術の利用など、物流共同化について複数の施策を

組み合わせた大規模社会実験が東京丸の内地区で行われた。 

社会実験による交通量削減効果・環境改善効果・コスト

の減少については、定性的・定量的に分析した研究1)2)3)4)が

出されてきたが、横持ち共同化・共同荷捌き場の設置・路

上駐車対策といった個別の施策を評価したものであって、

物流の共同化に関する複数の施策を交通・環境などの視点

から総合的評価した研究はみられない。 

そこで本研究は、物流の共同化を一定地域内の配送（横

持ち）の共同化にとどまらず、ビル内の配送（縦持ち）の

共同化にまで拡張した場合の交通、環境、物流コストに及

ぼす影響ついて、東京丸の内地区でおこなわれた実証実験

の結果を用い、シミュレーション分析により明らかにする

ことを目的としている。 

 

3.丸の内地区物流TDM実証実験の概要 

(1)丸の内地区物流TDM実証実験の背景 

東京丸の内地区は、我が国でも最も古い業務集積地区で

あるが、将来、業務だけではなく商業・文化の多様な機能

を備えた質の高い都市空間として、ビルの建て替えなど再

開発事業が推進されている。しかし、再開発に伴い、物流

車の増大、環境負荷の増大、路上荷捌きによる交通環境の

悪化、高層ビルによる館内配送の所要時間増加などが予想

され、これら問題を回避する施策導入の必要性が強く公共

セクター・民間セクターのいずれからも認識されてきた。 

そこで、まちづくりの主体であるビル管理者・テナント

企業・交通事業者が協力し、物流に係わる新しいシステム

の導入可能性を検討することになり、その一環として平成

14年2月に、丸の内地区物流TDM実証実験5)が丸の内2丁目

2街区（図-1）で行われた。 

(2)実証実験の概要 

実験対象地区内の 5 つのビル及び周辺道路を対象に、平
成 14年 2月 1日の平日 19日間、8:00から 17:00の間、共
同配送と駐車マネジメントを実施した（図-2、図-3）。 
大手特積み事業者 5 社を幹事会社とした複数の事業者が

ストックポイント（以下、SPとする）に貨物を集約し、CNG

車により対象地区へ配送する。CNG車は必ずビルの地下で荷

捌きをおこない、貨物は各ビルに配置された縦持ち要員が

各フロアまで配送するので、ドライバーは荷降ろし後直ち

に地下からビルの外に出ていくことができる（共同配送）。

さらに、周辺道路に誘導員を配置して路上駐車抑制と地下

荷捌き場への誘導をおこなうともに、正面玄関からの貨物

搬出入を抑制した（駐車マネジメント）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1 実験対象地区 

実験対象地区

ストックポイント
ビル名
三菱ビル 地下4階 地上15階 62906 ㎡
三菱商事ビル 地下4階 地上15階 55259 ㎡
三菱重工ビル 地下4階 地上10階 45985 ㎡
古河ビル 地下4階 地上 9階 51637 ㎡
八重洲ビル 地下1階 地上 9階 13379 ㎡

延べ床面積階数

 33



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日々の配送業務を記録する業務日誌、実験の効果を計測

するための実態調査（事前・事後）などが実施された。 

なお、共同配送の参加率は表-1のとおりである。 

 

4.丸の内地区物流TDM実証実験の実験結果 

(1)横持ち共同化の配送行動分析 

実験の調査結果から、SP から各ビルへ配送する際の平均

配送時間、地下荷捌き所での平均駐車時間など、明らかに

することができた（図-4）。 
(2)縦持ち共同化の配送行動分析 

実験中、縦持ち要員がデジタル万歩計を携帯しており、

ビル内配送行動の詳細を把握することができた（表-2）。 

 
5.物流共同化のシミュレーション分析 
(1)シミュレーション分析の目的 

実験の調査結果から把握された配送行動の実態をもとに、 
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図-2 実験前の配送行動 
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図-5 シミュレーション対象地区 

 表-3 丸の内2丁目2街区の集中原単位 

丸の内2丁目2街区集中原単位 オフィス 物販・飲食

物流車台数（台/100m2・日） 0.24 1.93

貨物個数（個/100m
2
・日） 0.80 12.51

 図-3 実験中の配送行動 

 表-1 共同配送参加率 

従来の配送と物流共同化をおこなった場合をシミュレーシ

ョンソフトにより再現し、その比較をおこなうことで物流

共同化が物流業務に及ぼす効果を明らかにする。 

丸の内2丁目2街区全体 実験参加 参加事業者割合
事業者（社） 232 18 7.8%
台数（台） 442 32 7.2%
配送個数（個） 1724 383 22.2%

(2)代替案の設定 

実験では丸の内 2丁目 2街区を対象地区として物流共同
化をおこなったが、シミュレーション分析では対象地区を

丸の内 2 丁目、3 丁目（以下、シミュレーション対象地区
とする）まで拡張する（図-5）。①～⑮のビルに集中する 1
日の物流車台数と貨物個数は、2街区のビルついては調査結
果から把握されているものを用いるが、その他のビルにつ

いては 2 街区の物流車集中台数、貨物集中個数から有効面
積 100m2当りの集中原単位（表-3）を算出して推計した。 
実際の配送では、路上荷捌きをおこなう場合があるが、

シミュレーション分析では物流車は全てビル内地下荷捌き

駐車場で荷捌きをおこない、また、来客用のエレベータや

一般車用駐車場も使用しないものとする。 

(3)ビル内配送シミュレーション 

物流車がビル内地下荷捌き駐車場に到着してから貨物が

各フロアにエレベータで配送されるまでを、従来の配送と

物流共同化をおこなった場合それぞれについて再現し、ビ 
･･･ 1台あたり平均２つのビルへ配送 
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図-4 横持ちの実態 

   
   
  分／個・・・平均積み替え時間
  台／個・・・平均配送個数

・・・平均走行時間
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(○分

表-2 縦持ちの実態 

午前 午後

1回の縦持ち平均所要時間 11分 2.5分

各フロア平均滞在時間 0.5分/個 0.4分/個
1回の縦持ち平均個数 11個 3個
1日の平均配送頻度 4回 1回
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　　　　　　　　　　ドライバーがビル内配送

物流共同化・・・共同配送車が横持ちを代行（流入台数の削減）
　　　　　　　　　　縦持ち要員がビル内配送を代行

図-6 ビル内配送シミュレーション概念図 
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 表-4 時間帯別シミュレーション対象地区の各ビル物流車集中台数と貨物集中個数 
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図-7 ビル内配送シミュレーションの結果（①～⑮の平均）

 
 
 
 
 
 
ル内地下荷捌き駐車場における物流車の駐車待ち台数・待

ち時間により共同化の効果を測定する（図-6）。 
 物流共同化をおこなうことにより駐車待ち台数・待ち時

間は減少が予想されるが、それは共同化の参加率によるも

のと考える。そこで、物流共同化の参加率を 0%（従来の配
送）から 100％まで 10%ずつ上げていき、物流車の待ち台
数・待ち時間の変化について分析をおこなう。 
ここでは、1日を早朝（8:00～9:30）、午前（9:30～12:00）、
午後（12:00～17:00）の 3つの時間帯に分けて考えている。
各ビルにおける時間帯別の物流車集中台数と貨物集中個数

は、表-4のように推計された。 
表-4をもとに各ビルの物流車到着時間間隔と 1台あたり
の配送個数を設定する。例えば、⑩のビルにおける参加率

20％の場合では、参加する物流車台数と貨物個数は各時間
帯の集中台数・個数に 20%を乗じたものとなる（表-5）。参
加する物流車に関しては SPで貨物の積み替え・集約がおこ
なわれ、共同配送車（200個積載可）は固定間隔で SPを出
発し、各ビルの地下荷捌き駐車場へ到着することになる。

ここでは実験でのスケジュールを採用するものとし、早朝

15分間隔、午前 30分間隔、午後 60分間隔である。参加し
ない物流車の到着時間間隔は、各時間帯の時間を台数で除

したものを指数分布に適用したものとした。物流車 1 台あ
たりの配送個数は各時間帯の貨物集中個数を台数で除した

ものとなる（表-6）。 
また、ビル内配送に関する設定は表-7のとおりである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他にも、各ビルのエレベータの基数や荷捌き駐車場の

台数、各フロアに配送される貨物の割合などを設定した。 
(4)シミュレーション分析の結果 

 ビル内配送シミュレーションにより、各ビルにおける 1
日の最大（ピーク時）待ち台数と 1 台あたりの平均待ち時
間が得られた。①～⑮全てのビルにおいて、物流共同化の

参加率が上昇するにつれて待ち台数・時間ともに解消され

る結果となった（図-7）。 
 
6.物流共同化による交通・環境・物流コストの改善効果 
(1)改善効果算出方法 

ビル内配送シミュレーション分析の結果をもとに、物流

共同化が交通・環境・物流コストに及ぼす影響を明らかに

するが、ここでは物流共同化の参加率が 100%となったとき
を想定して従来の配送（参加率 0%）と比較をおこなう。 
(2)交通量の削減効果 

シミュレーション対象地区の各ビルに集中する物流車台

数は、従来の配送では合計2131台であるが、物流共同化で

はSPにおいて貨物を積み替え・集約をおこなうので、各ビ

ルに早朝6台、午前5台、午後5台の 16 台、ビルは15棟

なので合計16台×15=240台である。横持ちの実態より、1

台の物流車は平均 2 つのビルに配送するので、実際に流入

する台数は各ビルに流入する台数の半分である。よって物

流共同化をおこなうことにより、地区内配送の物流車が

2131÷2≒1066台から240÷2＝120台になり、地区内配送の

ための物流車を10%程度にまで削減できることになる。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ 合計
8:00～9:30 57 13 18 21 20 19 24 29 19 62 45 31 30 10 41 439
9:30～12:00 97 22 30 36 34 37 9 46 42 104 76 53 50 17 69 743
12:00～17:00 124 28 38 46 43 46 57 55 133 97 68 64 22 88 950
合計 278 63 86 103 96 102 2 132 116 299 218 153 145 50 198 2131

8:00～9:30 263 60 82 98 91 73 112 116 118 283 207 145 137 47 188 2020
9:30～12:00 374 85 116 139 130 65 4 228 218 402 294 206 195 67 267 2869
12:00～17:00 446 102 138 166 155 74 428 120 480 351 246 232 80 318 3424
合計 1083 247 336 403 376 212 284 772 456 1166 851 596 564 194 772 8313

物流車
集中台数
（台/日）

貨物
集中個数
（個/日）

2
39
9

8
88

表-7 ビル内配送に関する設定
従来の配送
（参加率0%）

物流共同化
（参加率10%～100%）

下荷捌き駐車場における
荷捌き時間（分／個）
各フロアにおける
滞在時間（分／個）
ベータ速度（秒／フロア）

エレベータの貨物許容量（個）
縦持ち要員（人） × エレベータ基数＋1

0.33

0.45

5
20

地

エレ

表-5 ⑩のビルにおける参加率20%の 

参加・非参加別各時間帯の物流車集中台数と貨物集中個数
参加（20%） 非参加（80%）

8:00～9:30 62(台)×0.2　≒　12 62(台)×0.8　≒　49
9:30～12:00 104(台)×0.2　≒　21 104(台)×0.8　≒　83
12:00～17:00 133(台)×0.2　≒　27 62(台)×0.8　≒　107
合計 229(台)×0.2　≒　60 299(台)×0.8　≒　239

8:00～9:30 283(個)×0.2　≒　57 283(個)×0.8　≒　227
9:30～12:00 402(個)×0.2　≒　80 402(個)×0.8　≒　322
12:00～17:00 480(個)×0.2　＝　96 480(個)×0.8　＝　384
合計 1166(個)×0.2　≒　233 1166(個)×0.8　≒　932

物流車
集中台数
（台/日）

貨物
集中個数
（個/日）

⑩

表-6 ⑩のビルにおける参加率20%の 

参加・非参加別各時間帯の物流車到着時間間隔と配送個数
参加（20%） 非参加（80%）

8:00～9:30 15 90(分)÷49(台)　≒　1.83
9:30～12:00 30 150(分)÷83(台)　≒　1.8
12:00～17:00 60 300(分)÷107(台)　≒　2.82

固定間隔 指数分布
8:00～9:30 90(分)÷15(分)　＝　6 49
9:30～12:00 150(分)÷30(分)　＝　5 83
12:00～17:00 300(分)÷60(分)　＝　5 107
合計 16 239

8:00～9:30 57(個)÷6（台）　≒　9 227(個)÷49（台）　≒　5
9:30～12:00 80(個)÷5（台）　＝　16 322(個)÷83（台）　≒　4
12:00～17:00 96(個)÷5（台）　≒　19 384(個)÷107（台）　≒　4

物流車
到着時間間隔
（分/台）

物流車
到着台数
（台/日）

配送個数
（個/台）

⑩
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表-8 環境負荷排出量の比較

 

(3)環境負荷の削減効果 

物流車がシミュレーション対象地区を走行する経路は、

一方通行や右折禁止などの交通規制や、ビル内地下荷捌き

駐車場への入り口の位置を考慮すると、物流車が地区内の

各ビルへ配送をおこなう際に採る経路は図-8 の    の
部分であると考えられる。今回は全ての物流車は SPの位置
する方向から流入すると仮定した。また、共同化では SP
において貨物の積み替え・集約をおこなうが、ここでは、

地区内における環境負荷排出量を推計するもので、SPに持
ち込むための外部の交通については考慮しないものとする。 

1 台の物流車は平均 2 つのビルに配送をおこなうから、
平均走行距離は、SPから各ビル、各ビル間、各ビルからSP
（SPから各ビルと同様）の平均走行距離を足し合わせたも
のと考え、0.68km＋0.42km＋0.68km＝1.78kmとなる。物
流車流入台数と、小型車 20km/hの環境負荷排出係数6)を乗
じることで、NOx、PMの排出量を推計した（表-8）。 
物流共同化をおこなうことにより、地区内の環境負荷排

出量をNOxが 99%、PMが 100%削減できることになる。仮
にCNG車を用いない場合でも、流入台数が大幅に削減され
るのでNOX、PMは減少する。また、従来の配送と物流共同
化の場合で同じ排出係数を用いたが、共同化をおこなえば

流入台数や路上荷捌きが減少し、地区内の走行速度が上昇

することが予想される。よって排出係数も下がり、環境負

荷への効果はより大きくなることが考えられる。 
(4)物流コストの削減効果 

本来ならば、人件費や燃料費、減価償却費などのさまざ

まな要素を考えなければならないが、ここでは人件費とし

て労働時間に着目し、従来の配送と物流共同化をおこなっ

た場合で比較をおこなうものとする。地区内総走行時間は、

物流車 1台あたりの地区内平均走行距離 1.78kmを地区内
平均走行速度（20km/hと仮定）で除し、台数をかけたもの
である。縦持ち配送時間は、縦持ちの実態から平均縦持ち

配送時間が1(分/個) と把握されているので、従来の配送で

は各ビルに集中する貨物個数を乗じたものであるが、物流

共同化をおこなった場合は、縦持ち要員が地下荷捌き駐車

場に配置されているので、縦持ち要員の労働時間と比較す 
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環境負荷排出量
（g)

従来の配送 物流共同化（CNG車
※1
）

NOX

1066（台）×1.78（km/台）
×0.118（g/km・台）

＝ 447.60（g）
（1.00）

120（台）×1.78（km/台）
×0.0118（g/km・台）

＝ 5.04（g）
(0.01)

PM

1066（台）×1.78（km/台）
×0.007（g/km・台）

＝ 26.55（g）
（1.00）

120（台）×1.78（km/台）
×0（g/km・台）

＝ 0（g）
(0)

 

 

 

 

 

 ※1 CNG車ではNOxの排出量が90%、PMの排出量が100%削減される
（）内は従来の配送を1.00としたときの比率 

 表-9 労働時間の比較
従来の配送 物流共同化 節約時間

地区内
 

 

 

 

 

 

ることになる。駐車待ち時間は、ビル内配送シミュレーシ

ョンにより算出した平均駐車待ち時間に集中台数をかけた

ものである。SP積み替え時間は、横持ちの実態で把握され
た平均積み替え時間は 1（分／個）に、各ビルに集中する貨
物数をかけたものである（表-9）。 

物流共同化をおこなうことにより、縦持ち要員の労働時

間と、SP 積み替え時間が増加してしまうが、地区内全体で

は約28,905.80分、1人あたり1日9時間労働とすれば、約

54人分の労働時間を削減できる結果となった。 

 

7.まとめ 

 本研究は、丸の内における社会実験の結果をもとにシミ

ュレーション分析をおこない、物流共同化によりビル内配

送が効率化されることを示した。さらにシミュレーション

分析の結果を用い、物流共同化による交通量・環境負荷・

労働時間の改善効果を明らかにした。 

今後の課題としては、集荷のための物流車を考慮するこ

とや、物流コスト全般について分析をおこなうことなどが

あげられる。 
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走行時間

1066（台）×1.78（km/台）
÷20（km/h）≒94.87（h）

＝5692.44 （分）

120（台）×1.78（km/台）
÷20（km/h） ≒10.68（h）

＝640.80（分）
-5051.64

縦持ち
配送時間

1（分/個）×8313（個）
＝8313（分）

41（人）×540（分）
＝22140（分）

13827.00

駐車
待ち時間

21.58（分/台）×2131（台）
=45994.16（分）

0（分/台）×2131（台）
＝0（分）

-45994.16

SP
積み替え時間

0（分）
1（分/個）×8313（個）

＝8313（分）
8313.00

合計 59999.60 31093.80 -28905.80

図-8 物流車の走行経路 
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